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1. イントロダクション：AI導入における「適正レベル」の設計思
想 
人工知能（AI）技術の急速な進展に伴い、企業のバックオフィス部門における業務変革が加速してい
る。米メディア「Every」が公開したマイク・テイラー氏らによる「AI導入の8段階（The Eight Levels of AI 
Adoption）」は、組織がどの程度AIに業務を委ね、信頼を置いているかを測る極めて有効なフレーム
ワークである [1, 2]。このフレームワークの根底にあるのは、「レベルが高ければ高いほど良いわけ
ではない」という思想である [1]。最適な導入レベルは、AIの出力に対する「信頼性（Trust）」と、万が
一AIが失敗した際のリスクの高さを示す「影響度（Stakes）」のバランスによって決定される [1]。 
知的財産（IP）部門が取り扱う業務は、特許出願、先行技術調査、他社特許のクリアランス、ライセン
ス契約書レビューなど、企業の競争力を直接左右する法的かつ技術的な業務である [3, 4, 5]。これ
らの業務は、一つの誤りが数億円規模の特許侵害訴訟や、独占的権利の喪失といった極めて重大

なリスク（High Stakes）をもたらすおそれがある [6]。そのため、経理部門をはじめとする他のバック
オフィス業務と比較しても、AIに対する「信頼性」の要求水準が極めて高い。本報告書では、この8段
階 of AI導入の枠組みを経理実務における解釈と対比させつつ、日本の知的財産実務へと翻訳し、
業務ごとの適正なAI導入レベルと、日本企業が構築すべき実務適用・ガバナンス戦略を体系的に提
示する。 

2. 経理業務から知的財産業務への翻訳：8段階の対比 
バックオフィスにおけるAI導入の先駆例である経理業務と、専門性の高い知的財産業務における「AI
導入の8段階」の対応関係を以下の表に整理する。経理業務における「月次決算の迅速化」や「仕訳
の自動化」といった概念は、知財業務においては「技術情報のリアルタイム収集」や「出願明細書作

成の半自動化」へと翻訳される [1, 7, 8]。 

レベル Everyによる定義 [1] 経理業務への翻訳（

AI×BPOラジオ） [1] 
知的財産業務への

翻訳と実務例 [3, 7, 
8] 

1. チャットボット 単発の指示に対し、

システム未連携の状

態でAIが応答する 
[1]。 

「聞く」段階。仕訳の

勘定科目のルール

や税務判断を単発で

質問する [1]。 

汎用LLM（ChatGPT
、Claude等）を使い、
技術メモの要約や一

般的な技術用語の

定義を検索する [1, 



7]。 

2. コパイロット 作業ファイルやシス

テム内にAIが常駐
し、リアルタイムで並

走する [1]。 

「隣で手伝ってもら

う」段階。Excelや会
計ソフト内で仕訳候

補をリアルタイム提

示される [1]。 

特許管理システムや

Word等において、ク
レーム（請求項）の構

成要素に応じた実施

例のドラフト提示を

受ける [7]。 

3. エージェント 自律実行するが、プ

ロセスを段階に分

け、都度人間に承認

を求める [1]。 

「任せて、ステップご

とに承認」段階。経

費精算の一次チェッ

クをAIが行い、承認
を求める [1]。 

先行技術調査にお

いて、AIが作成した
検索式の妥当性を

人間が確認した上で

次のプロセスに進め

る [1, 8]。 

4. オートパイロット 途中の承認ステップ

をスキップし、人間は

最終成果物のみを

確認する [1]。 

「任せて、あとで確

認」段階。月次の定

型仕訳を自動実行さ

せ、最終決算書のみ

を人間が監査する 
[1]。 

本稿の評価枠組み

に当てはめた場合、

機械翻訳された特許

明細書に対して人間

の翻訳者が最終確

認・手直し（ポストエ

ディット）を行う形態

がこれに相当する [1, 
8]。 

5. ワークフロー 成果物を安定させる

ための構造化された

多段階システムを構

築する [1]。 

「仕組みが人を待た

なくなる」初期段階。

API等を活用し、経費
データが自動で仕

訳・反映される [1]。 

契約書自動レビュー

システムを活用し、

構造分析からリスク

評価、修正文案作成

を多段階の処理工

程で行う [5]。 

6. アシスタント 人間の指示を待た

ず、背景でAIが自律
的かつ能動的に常

時動作する [1]。 

「仕組みが人を待た

なくなる」高度段階。

異常な出金や予算

超過をAIが能動的に
検知してアラートを

出す [1]。 

競合企業の新規公

開公報を自動スク

リーニングし、自社

製品・事業との技術

的な近接性や抵触

可能性を自動評価し

て、要精査案件を担



当者に通知する。 

7. マルチエージェント 複数の長期実行

エージェントを協調さ

せ、複雑なプロジェク

トを処理する [1]。 

「AIの部下を持つ」段
階。売掛回収、買掛

支払、資金繰り予測

のエージェントが連

携して財務を最適化

する [1]。 

技術分類、他社特許

網分析、市場分析の

各役割特化型AIエー
ジェントが連携し、IP
ランドスケープ報告

書案を作成する。 

8. オーケストレー
ター 

マネージャーAIが複
数のサブエージェン

ト群を統括・指揮す

る [1]。 

「AIの部下をマネジメ
ントする」段階。CFO
の役割を一部代替

し、財務戦略のシナ

リオ策定を自動指揮

する [1]。 

マネージャーAIが年
金維持候補、放棄候

補、追加出願候補を

抽出し、代替シナリ

オと根拠を提示する

（最終判断は人間が

承認） [9]。 

3. 自社の現在地を知る「診断3問」と「上り方の3原則」の知財
的アプローチ 
AI×BPOラジオでは、自社のAI導入度を測定するための「診断3問」と、導入レベルを安全に引き上げ
るための「上り方の3原則」が提示されている [1]。これらを知的財産部門の実務に適用・再定義する
ことで、組織的な現在地の把握とステップアップの道筋が明確になる。 
知財部門における「現在地診断3問」 
自社の知財部門が現在どのレベルにあるかを測定するため、以下の3つの問いを自問する必要が
ある。 

1.​ 「コピペを繰り返しているか？」 日常的な先行技術の要約や他社特許の解読において、一般
のウェブブラウザ上のAIチャット画面に手動でテキストをコピー＆ペーストしている場合、その
組織は「レベル1（チャットボット）」に留まっている [1]。 

2.​ 「プロセスの途中承認を手放せているか？」 特許翻訳や出願ドラフトの作成において、AIが生
成したテキストの「途中過程（一文ごとの修正など）」に常に関与しているか、あるいは「最終成

果物だけをチェックする」という役割分担（オートパイロット）ができているか [1]。後者が実現し
ていれば「レベル4」に達している。 

3.​ 「システムは人間の起動を待っているか？」 特許監視や他社特許のスクリーニングを行う際、
人間が定期的にシステムにログインして検索を実行しているか（レベル5以下）、あるいはバッ
クグラウンドでAIが常時監視し、注意が必要な情報が検出されたときだけ能動的に通知してく
るか（レベル6以上） [1]。 

知財部門における「上り方の3原則」 
レベルを安全に引き上げ、知財業務の生産性を向上させるためには、以下の3つの原則を遵守しな



ければならない。 

原則 内容 [1] 知的財産部門における具体

的なアプローチ [1, 5, 8] 

原則1：業務の言語化 レベル5（ワークフロー）の壁
を越えるために、暗黙知を

ルール化する [1]。 

ベテラン知財部員が「特許の

何をどう見て抵触可能性を判

断しているか」「特許翻訳の

何を修正（ポストエディット）し

ているか」という判断基準を

マニュアル化・構造化する [5, 
8]。 

原則2：適正レベルの選択 すべての業務で最高レベル

を目指さず、リスクと投資対

効果で判断する [1]。 

すべての業務を一律に高い

レベルへ移行させるのではな

く、工程・タスク単位でリスク

と費用対効果を見極めて目

標レベルを設定する [6, 10]。 

原則3：段階的なリスキリング ツールを導入するだけでな

く、人間の役割とスキルを段

階的に変化させる [1]。 

知財部員の役割を「明細書を

ゼロから書く作業者」から、AI
が生成した成果物の「高度な

チェッカーおよび法的リスク

の評価者」へとシフトさせる 
[8, 10]。 

4. 各導入レベルにおける知財実務の技術的深掘りと先進事
例 
レベル1〜2（チャットボット・コパイロット）：個別作業の補助と法的リスク管理 
レベル1およびレベル2は、知的財産技術者（弁理士や知財部員）が個人の生産性を高めるための補
助ツールとしてAIを利用する段階である [1]。 
レベル1（チャットボット）においては、一般の生成AIを使い、発明者から提出された雑多な技術メモか
ら、特許法上の要件である「解決すべき課題」「解決手段」「技術的効果」を抽出・整理させる作業が

該当する [7]。 ただし、この段階では情報管理に細心の注意が必要である。公開型またはデータ取
扱条件が不明確な生成AIに未公表の発明情報を入力すると、契約上・社内規程上の秘密保持義務
に抵触するおそれがある。また、入力情報が第三者に開示または再利用される仕組みである場合

には、営業秘密性や特許出願前の秘密性が損なわれ、結果として新規性の判断に影響する可能性

もある。このため、利用規約、学習利用の有無、保存期間、アクセス権限、データ所在等の事前確認

が必要である。なお、API接続であっても契約プランや提供事業者によってデータの二次利用や監視



条件が異なるため、個別プランの条件確認が必須である [10, 11]。 日本弁理士会（JPAA）が令和7年
4月に発行した「生成AI活用ガイドライン」でも、秘密情報の取扱いやクライアントとの合意形成の重
要性が厳格に指摘されている [10]。 
レベル2（コパイロット）に進むと、AIは特許管理システムやWordなどの作業環境の中に直接組み込
まれる [1]。特許明細書の作成において、技術用語の揺らぎチェックや、請求項（クレーム）に基づい
た「実施の形態」のひな形の自動提示などが実行される。JPAAガイドラインでは、「指示を明確にす
る」「参考テキストを提供する」といった適切なプロンプト設計が推奨されており、コパイロットを有効

活用するための基本スキルとして位置づけられている [10]。 
レベル3〜4（エージェント・オートパイロット）：「承認を手放す」境界線とポストエ
ディットの実務 
レベル3とレベル4の境界線は、「プロセスの途中で、人間が承認を与える手間を手放すこと」である 
[1]。 
レベル3（エージェント）の適用例としては、先行技術調査における検索式の作成が該当する [8]。AI
が自律的に類語や特許分類（FI、Fターム）を検索・整理して検索式を作成するが、次の適合判定プ
ロセスに進む前に、人間（調査員）が「この検索式で問題ないか」を確認し、承認を与える [1, 8]。これ
により、ハルシネーション（AIによる事実とは異なる情報の生成）に起因する調査漏れリスクを抑える
ことができる。 
レベル4（オートパイロット）の典型例が、翻訳エンジンを活用した「特許翻訳のポストエディット（PE）」
である。グローバルな特許出願において、スピードとコスト削減の要求から機械翻訳の導入が進ん

でいるが、法的リスクを回避するためには「品質」が最優先される [6, 12]。本稿の評価枠組みに当て
はめた場合、AIが明細書全体の翻訳を一度に完了させ、人間は途中のプロセスを監視せず、最終
的な訳文（成果物）のみを原文と突き合わせて手直し（ポストエディット）する仕組みはレベル4に相当
すると解釈できる [1, 8]。 
レベル5〜6（ワークフロー・アシスタント）：プロセスの構造化とリアルタイム監視 
レベル5（ワークフロー）では、不安定なAIの出力を安定させるために、エンジニアリングによる「足場
掛け（Scaffolding）」が施されたシステムを構築する [1]。 
この具体的な実装例が、法務・知財部門で普及している「AI契約書自動レビューシステム」である [5]
。例えば、Legal-GPTのような多段階アプローチを採用するシステムでは、単一のプロンプトで契約
書を処理するのではなく、以下のように処理工程を段階的に分解（タスク分解）して実行する [5]。 

 

 

 
【第1段階：構造分析】契約の基本構造を体系的に把握​
  ↓​
【第2段階：リスク評価】優先度付きリスク分析（致命的/重大/中程度/軽微の判定）​
  ↓​
【第3段階：規制要件・ベストプラクティス調査】​
  ↓​



【第4段階：社内ガイドライン骨子の設計】​
  ↓​
【第5段階：具体的条文案の作成】立場に応じた修正条文案の提示​
 

このように推論・検証フローを構造化することにより、抜け漏れ防止の強化や業務効率化が図られ

る。提供者（Legal-GPT等）の公表資料によれば、一定の条件下においてレビュー時間を50〜70%
短縮し、見落としを最大95%抑制した実績が報告されている [5]。ただし、これらの数値は対象となる
契約書の類型、評価方法、法域、利用モデル等の条件に依存するため、自社の実務で活用する際

には導入前検証（PoC）による実測精度評価が必要である。 
レベル6（アシスタント）では、システムが人間の指示や起動を待つことなく、自律的かつ能動的に動
作する [1]。特許庁や政府全体でも安全な業務利用の指針策定が進められているが、レベル6の知
財実務への適用としては、競合他社の出願監視が挙げられる [11, 13]。毎週発行される膨大な新着
特許公報に対し、システムが自動的にセマンティック検索を実行して自社技術との関連度をスコアリ

ングし、自社製品・事業との技術的な近接性や、将来の権利化を考慮した抵触可能性の高い「要精

査案件」が検出された場合にのみ、知財部員へ通知を能動的に送信する仕組みである。 
レベル7〜8（マルチエージェント・オーケストレーター）：役割特化型エージェント
の協調と統括 
レベル7（マルチエージェント）およびレベル8（オーケストレーター）は、単一のAIではなく、特定の専
門機能に特化した複数のAIエージェントを自律的に連携させ、高度で複雑なプロジェクトを人手を介
さずに並行処理する段階である [1]。 
このマルチエージェントの仕組み（レベル7）を知的財産部門の実務に適用した場合、高度に自動化
された「統合型パテントインテリジェンス」の構築が可能となる [1]。例えば、以下のような個別のタス
クに最適化されたエージェント群を協調動作させる。 

●​ 「公報収集エージェント」：自社が設定した監視テーマに基づき、国内外の特許庁データベース
から最新の公開公報や登録公報を自動的かつ継続的にクローリングする。 

●​ 「技術分類・マッピングエージェント」：収集された膨大な公報データをセマンティック分析し、自
社の技術ポートフォリオや技術ツリーに合致するよう自動的に分類・マッピングを行う [7]。 

●​ 「FTO（自由実施確保）要精査案件抽出エージェント」：分類された他社特許と、自社の最新の
製品仕様書・開発ロードマップを突き合わせ、技術的な近接性や将来的な抵触可能性を自動

スコアリングし、専門家の精査が必要な案件を特定する。 
●​ 「知財分析レポーティングエージェント」：上記のスクリーニング結果や技術動向の変化を可視
化し、知財部員や経営陣向けに最適化された分析レポートの一次案を自動的に編成・ドラフト

化する。 
これらのエージェントは人間の指示を待たずにバックグラウンドで相互にデータを引き渡し合いなが

ら自律連携する（レベル7） [1]。 
さらに、これら複数の役割特化型エージェントを統括するマネージャーAIを最上位に配置したシステ
ムが、レベル8（オーケストレーター）に相当する [1]。知財実務においてレベル8を志向する場合、マ
ネージャーAIは単にエージェントの動作を監視するだけでなく、自社の知財戦略（ポートフォリオの強
化、コスト最適化など）に基づき、各サブエージェントに命令を下す役割を担う。例えば、特許維持年

金の期限管理データに基づき、マネージャーAIが自律的に「年金維持候補」「放棄候補」「ライセンス
候補」の抽出をエージェント群に命令し、各エージェントから上がってきた結果を統合して、維持・放

棄に伴う代替シナリオと経済的インパクトを算出した上で、人間に提示する [9]。 



ただし、年金の放棄や出願・権利化の方針決定、対外的なライセンス提案といった判断は、企業の

権利消滅や経営資源の配分、事業戦略に直結する。そのため、たとえレベル8のオーケストレーター
を導入する場合であっても、AIに完全な最終意思決定を委ねるのではなく、提示された複数の戦略
シナリオから最終判断を下し、対外的な指示を行う権限は人間（知財部長や経営陣）に留めるとい

う、厳格なガバナンス設計（Human-in-the-loop）が前提条件となる [10]。 

5. 信頼性と影響度の二軸分析に基づく工程別適正レベル選
択 
知的財産実務においては「レベルが高ければ高いほど良い」わけではない [1]。一つのミスがもたら
す法的・経済的リスク（影響度）と、AIモデルの出力精度（信頼性）を考慮し、どの工程をどのレベル
に留めるべきかを戦略的に選択する必要がある [6, 10]。 
知財実務においては、「業務全体を一律のレベルに分類する」よりも、下表のように「工程・タスク単

位」でレベルを設定する方が実務に適している。 
代表的な知財業務における工程別・適正レベル構成 

業務区分 工程・タスク 影響度 
(Stakes) [8] 

信頼性要求

度 [8, 10] 
適正構成・

推奨方式 
[1] 

理由と具体

的なリスク

対策 [5, 8, 
10] 

特許出願 クレーム（請

求項）の作

成・設計 

極めて高 極めて高 レベル2 or 
レベル3 

クレームの

文言一つで

特許の権利

範囲や無効

理由が決定

するため、

失敗の代償

が極めて大

きい。人間

がリアルタイ

ムで並走（

L2）するか、
ステップごと

の検証（L3）
を必須とす

る [10]。 

特許出願 実施例・ひ

な形の作成 
低〜中 中 レベル4 クレームに

従属する実

施例の定型

的なドラフト



作成は、人

間が最終成

果物のみを

チェック・修

正する方式（

L4）で効率
化が可能。 

特許翻訳 外国出願用

明細書の翻

訳 

高 高 レベル4 翻訳の質は

特許の強さ

に直結する

が、作業自

体は言語変

換という定

型的性質を

持つ [8]。機
械翻訳を

ベースに人

間が最終成

果物を厳密

に手直しす

るポストエ

ディット（L4
相当）が実

務的である 
[8, 12]。 

先行技術調

査 
検索式作

成・母集団

スクリーニン

グ 

極めて高 極めて高 L5（基盤）＋ 
L3（段階承
認） 

他社特許の

見落としは

将来の特許

侵害訴訟に

直結する。

ハルシネー

ション排除

のため、全

体の処理基

盤を構造化

されたワー

クフロー（L5
）としつつ、

検索式確定



などの重要

判断点には

人間による

承認（L3）を
組み込む。 

先行技術調

査 
定期的な技

術・他社出

願監視 

中〜高 高 レベル6 条件を限定

してバックグ

ラウンドで自

動起動（L6）
させ、技術

的な近接性

や抵触可能

性を一次評

価した上で、

要精査案件

のみを能動

通知させる。 

発明発掘 アイデアの

大量創出・

壁打ち 

低〜中 低 レベル4 or 
レベル5 

出願前の自

由な発想を

促す段階。

世界の技術

文献をス

キャンして技

術の「つな

がり」を自律

的に提案す

るシステム（

L4相当）な
どを活用す

る [7]。 

発明発掘 出願対象の

選定・発明

者認定 

高 極めて高 レベル2 or 
レベル3 

誤った先行

技術情報に

基づく研究

開発判断

や、発明者

認定に関す

る記録不

足、AI提案



の寄与度評

価などの課

題があるた

め、人間の

検証・承認

が必須。 

知財契約書 契約書の自

動レビュー 
高 高 レベル5 レビューの

観点は一定

の法的ルー

ルに則って

いるため、AI
の多段階プ

ロセスと社

内ガイドライ

ンを構造化

したワークフ

ロー（L5）に
よる一次

チェックが有

効。ただし、

最終的な合

意判断は人

間が行う [5]
。 

期限管理 法定期限の

計算・確定・

記録 

極めて高 極めて高 決定論的

ルールベー

ス 

納付期限の

徒失は原則

として権利

消滅（救済

制度の有無

は個別確

認）につなが

るため、AIに
中核判断や

計算を委ね

るべきでは

ない。計算

や記録は検

証済みの

ルールベー



スシステム

を中核とす

る。 

期限管理 通知文作

成・担当者

振り分け 

低〜中 中 レベル2〜5 期限管理シ

ステムから

のアラートに

基づく通知

文の分類

や、受信書

類からの候

補日抽出な

どの補助工

程において

のみ、AIを
活用する。 

6. 知的財産AIに共通する最低統制要件（ガバナンス） 
知的財産部門においてAIシステムを導入・運用するにあたり、法的リスクおよびセキュリティを担保
するため、以下の「最低統制要件（ガバナンスライン）」を共通の統制要件として設計しなければなら

ない。 
1. 入力データの区分と統制 

●​ 区分管理：入力データを「公開情報」「社内情報（公表済）」「未公開技術情報」「他社秘密情報
（NDA下）」「個人情報」等に厳格に分類する。 

●​ 入力制限：未出願の発明提案や、第三者から秘密保持義務を負って受領した情報について
は、原則として公開型のAIやデータ学習がオプトアウトされていない環境への入力を禁止する 
[10]。 

2. サービス契約・セキュリティ仕様の検証 
●​ 契約プロファイルの確認：利用するAIサービス（API含む）について、(1)入力データの学習利用
の有無、(2)データの保存期間、(3)データの保管サーバーの所在地、(4)再委託先、(5)インシ
デント発生時の通知体制を事前に確認し、知財ポリシーに合致するもののみを採用する [10]
。 

3. 出力の検証（ハルシネーション対策） 
●​ 原文・出典照合の義務化：AIが抽出した先行技術公報、判例、法令、契約文言等について、必
ず公的なデータベース（特許情報プラットフォーム「J-PlatPat」や公式の法令データベース等）
と突き合わせる「原文照合プロセス」を必須とする [5, 10]。 

●​ 評価テストセットの運用：導入するAIツールの精度を定期的に検証するため、社内独自のテス
トセット（既知の特許公報や標準契約書など）を作成し、検出率やエラー率の定量的モニタリン



グを行う。 
4. 責任・権限と監査可能性 

●​ 意思決定の人間帰属：AIの出力（推奨シナリオ）をそのまま対外的な出願指示、権利放棄、契
約締結などに反映することを禁止し、必ず最終承認者（人間）の承認記録（ログ）を保存する 
[5, 10]。 

●​ 履歴の監査可能性（Traceability）：使用したAIモデルのバージョン、入力したプロンプト、AIの
一次出力、人間による修正履歴（ポストエディット履歴）をシステムログとして保管し、必要に応

じて監査可能とする。 

7. 総括 
知的財産部門におけるAI導入では、すべての業務を一律に高い自律化レベルへ移行させることが
適切とは限らない [1]。クレーム作成、先行技術の適合性判定、法定期限管理、権利放棄など、誤り
がもたらす法的・経済的影響が大きい業務については、AIの性能が高い場合であっても、人間によ
る承認、原資料との照合、監査ログおよび例外処理の維持（レベル2〜3、または決定論的システム
との併用）が必要となる [5, 10]。 
一方、文献の要約、定型的な技術分類、翻訳の一次案作成、契約条項の抽出、監視対象の優先順

位付けなどは、セキュリティと品質評価の条件を整えることで、構造化ワークフロー（レベル5）や常時
監視型システム（レベル6）へ移行できる可能性が高い [1, 5, 8]。 
したがって、AI導入レベルは部門全体に一つ設定するのではなく、業務および工程ごとに、影響度、
出力の検証可能性、AIの実測精度、可逆性、法的責任を客観的に評価して決定すべきである [1, 5, 
10]。将来的にレベル7や8に相当する高度な仕組みを導入・運用する場合であっても、重要な法的・
経営的意思決定については、権限を有する人間が最終責任を負うガバナンス設計（最低統制要件

のクリア）が前提条件となる。 

参考文献 
●​ [1] YouTube「AI×BPOラジオ」第80回『【完全保存版】あなたの会社の経理は今レベルいくつ？

AI導入の8段階』（「Every」マイク・テイラー氏の「The Eight Levels of AI Adoption」に基づく経
理向け翻訳・解説） 

●​ [2] Mike Taylor, Laura Entis, Claude, "The Eight Levels of AI Adoption," Every (June, 2026). 
●​ [3] 日本知的財産協会（JIPA）等公表資料：生成AIを活用した知的財産実務の効率化に関す
る提言・動向. 

●​ [4] Questel, "AI Efficiency and Trust: What's Really Changing in Patent Translation," (アン
ケート調査に基づく特許翻訳における品質優先の傾向). 

●​ [5] Legal-GPT「契約書レビューにおける多段階アプローチ（第1段階〜第5段階）」公表資料お
よび実務データ. 

●​ [6] 特許侵害予防・無効資料調査における実務リスクおよび経済的インパクト評価に関する一
般資料. 

●​ [7] 生成AIの知的財産実務への適用事例（AI Samurai / Solve Intelligence / MyTokkyo.Ai / 
Iprova等による発明発掘・ヒアリング補助の事例）. 

●​ [8] 特許庁および知財サービス事業者（IP-Agent等）による特許調査・ポストエディット（PE）翻
訳者の業務要件・実務要領. 

●​ [9] RWS「IPライフサイクルにおける総合ソリューション（特許調査・翻訳・外国出願サポート・特



許年金管理）」実務解説. 
●​ [10] 日本弁理士会（JPAA）「生成AI活用ガイドライン」（令和7年4月発行：プロンプト入力時の
留意点、秘密情報と守秘義務、クライアントとの合意形成）. 

●​ [11] デジタル庁および関係省庁（特許庁含む）「生成AIの安全な業務利用に関する検証・指針
策定」関連資料（2023年度〜）. 

●​ [12] グローバル特許出願における機械翻訳（MT）とポストエディット（PE）の品質・スピード・コ
スト最適化アプローチ. 

●​ [13] 特許庁「生成AIの特許審査業務への適用」検討方針（令和6年度〜令和7年度アクション
プラン）. 


	知的財産部門におけるAI導入の8段階評価と実務適用戦略：法的ガバナンスと工程別アプローチ 
	Gemini 3.5 Flash 
	1. イントロダクション：AI導入における「適正レベル」の設計思想 
	2. 経理業務から知的財産業務への翻訳：8段階の対比 
	3. 自社の現在地を知る「診断3問」と「上り方の3原則」の知財的アプローチ 
	知財部門における「現在地診断3問」 
	知財部門における「上り方の3原則」 

	4. 各導入レベルにおける知財実務の技術的深掘りと先進事例 
	レベル1〜2（チャットボット・コパイロット）：個別作業の補助と法的リスク管理 
	レベル3〜4（エージェント・オートパイロット）：「承認を手放す」境界線とポストエディットの実務 
	レベル5〜6（ワークフロー・アシスタント）：プロセスの構造化とリアルタイム監視 
	レベル7〜8（マルチエージェント・オーケストレーター）：役割特化型エージェントの協調と統括 

	5. 信頼性と影響度の二軸分析に基づく工程別適正レベル選択 
	代表的な知財業務における工程別・適正レベル構成 

	6. 知的財産AIに共通する最低統制要件（ガバナンス） 
	1. 入力データの区分と統制 
	2. サービス契約・セキュリティ仕様の検証 
	3. 出力の検証（ハルシネーション対策） 
	4. 責任・権限と監査可能性 

	7. 総括 
	参考文献 


